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【参考】

○ 地域医療介護総合確保基金を活用した事業

【区分Ⅰ】地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

・医療介護連携体制整備事業

・医療介護多職種連携体制整備事業 等

【区分Ⅱ】居宅等における医療の提供に関する事業

・糖尿病等の生活習慣病に係る医療連携の推進事業

・かかりつけ医認定事業 等

【区分Ⅲ】医療従事者の確保に関する事業

・地域医療支援センターの運営

・岡山大学及び川崎医科大学への寄付講座の設置

・院内保育運営費補助事業 等

○ 本県の病院の耐震化率（平成29(2017)年９月時点）

※ただし、本県の災害拠点病院及び救命救急センターは平成30(2018)年３月末時点

・病院全体 69.9％（全国平均 72.9％）

・災害拠点病院及び救命救急センター 70.0％（全国平均 89.4％）

○ 医療提供体制施設整備交付金と医療施設耐震化臨時特例基金（平成21(2009)年度～平

成28(2016)年度）との比較

補助金名 対象施設 補助基準額 対象経費 補助率

医療提供体制 二次救急医療機関 基準面積・基準単価 医療施設耐震整備

施設整備交付金 救命救急センター 2,300㎡× 40,300円 として必要な新築、

増改築に伴う補強 １／２

ＩＳ値が0.3未満の 基準面積・基準単価 及び既存建物に対

病院 2,300㎡×191,400円 する補強に要する

工事費

（参考）

補助金名 対象施設 補助基準額 対象経費 補助率

医療施設耐震化 災害拠点病院 基準面積・基準単価

臨時特例基金 救命救急センター 8,635㎡×276,000円

同 上 同上

※平成28(2016)年 二次救急医療機関 基準面積・基準単価

度まで 8,635㎡×165,000円

１６ 医療提供体制の充実
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１９ 福祉・介護人材の確保

提案先省庁 内閣官房、厚生労働省

福祉・介護の仕事が魅力あるものとして評価・選択されるとともに、職場へ

の定着促進を図るため、一層の処遇改善策を講じること。

特に、介護報酬については、給与水準の引上げにつながるよう、処遇改善加

算を一層拡充するなどの対策を早急に実施すること。

（提案の理由）

現 状

○ 福祉・介護職員については、介護報酬や障害福祉サービス等報酬の改定、処遇改善事

業の実施等によって処遇改善が図られてきたところであるが、賃金や超過勤務等の労働

環境の厳しさから求人に対する希望者が少なく、県内の有効求人倍率（平成29(2017)年

度平均値）は3.25倍と、全職種の1.81倍を大きく上回っており、質の高い人材を確保す

ることが困難となっている。

○ 第７期岡山県介護保険事業支援計画の策定に当たり実施した需給推計によると、団塊

の世代が75歳以上となる平成37(2025)年に利用が見込まれる介護サービスを提供するた

めには、約４万２千人の介護職員が必要となり、今後の生産年齢人口の減少を踏まえた

上で推計すれば、約４千人が不足すると見込まれる。また、介護離職ゼロの実現に向け、

介護人材を更に確保する必要がある。

課 題

○ 将来に向けて、介護職員の需給ギャップを埋めていくには、地方において、関係す

る機関や事業所・団体が連携・協働しながら、実情に即した施策を効率的かつ効果的

に実施していくことはもちろんであるが、国においても、給与水準の引上げなどの介

護職員の処遇改善やキャリアパス制度の確立に向けた更なる取組が必要である。

１９ 福祉・介護人材の確保
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【参考】介護保険制度における介護職員の処遇改善についての取組

月額(実績）

①平成21(2009)年４月 ＋ 9,000円

平成21年度介護報酬改定 ＋3.0%改定

（介護従事者の処遇改善に重点を置いた改定）
施

②平成21(2009)年10月
設

＋ 15,000円

介護職員処遇改善交付金（補正予算）
等

③平成24(2012)年４月
に

＋ 6,000円

平成24年度介護報酬改定 ＋1.2%改定
お

（「介護職員処遇改善加算」の創設により、
け

処遇改善交付金による処遇改善を継続）
る

④平成27(2015)年４月
処

＋ 13,000円

平成27年度介護報酬改定 ▲2.27%改定
遇

（｢介護職員処遇改善加算｣は＋1.65%拡大）
改

⑤平成29(2017)年４月
善

＋ 10,000円

平成29年度介護報酬改定（臨時）

（「介護職員処遇改善加算」が＋1.14％拡大） 計 ＋ 53,000円

・ これまでの取組により、合計すれば月額５万３千円相当の給与改善となっている。

・ 障害福祉サービス等においても同様の処遇改善の取組が行われている。（平成21(2009)

年４月に＋5.1%の報酬改定、平成21(2009)年10月に福祉・介護人材処遇改善事業助成金、

平成24(2012)年４月に＋2.0％の報酬改定（「福祉・介護職員処遇改善加算」の創設によ

り、処遇改善事業助成金による処遇改善を継続）、平成27(2015)年４月に±０％の報酬

改定(福祉・介護職員処遇改善加算は＋1.78％拡大)、平成29(2017)年４月に介護職員と

同様の処遇改善を実施）

・ 福祉施設介護員・ホームヘルパーの賞与込み給与の全国平均は約26.2万円であり、全

産業平均の36.2万円に比べ約10万円低い。（「平成27年賃金構造基本統計調査」より）

１９ 福祉・介護人材の確保
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２０ 障害福祉施策の推進

提案先省庁 厚生労働省

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業については、地方自治体が地域

の実情や利用者のニーズに応じた事業を円滑に実施できるよう、国庫補助事業

の充実と事業実績に見合った十分な財源を確保すること。

（提案の理由）

現 状

○ 地域生活支援事業は、障害者総合支援法において、自立支援給付（介護給付、訓練等

給付等）と並ぶ施策の柱に位置付けられている。

○ 市町村地域生活支援事業では、日常生活用具給付等事業、移動支援事業、日中一時支

援事業等、障害のある人の地域生活の支援に不可欠なサービスが実施されている。

〇 障害のある人が働きながら技能を身に付ける「就労継続支援Ａ型事業所」を巡っては、

経営悪化による障害のある人の大量解雇が昨年から相次いでおり、相談支援の充実が求

められている。

〇 市町村が実施する個別給付である特定相談支援は、障害福祉サービス等の利用を前提

とした報酬評価であり、解雇された利用者に対する支援について、受入先が決まらない

場合は報酬上の評価はない。また、その内容の一つ一つは相当の時間を要する業務であ

り、利用者保護の観点からも、確実な相談支援事業の実施が求められている。

○ 県地域生活支援事業では、専門性の高い相談支援事業や広域的な対応が必要な事業を

着実に実施するとともに、障害者差別解消法の施行を踏まえ、共生社会の実現に向けて

県として促進すべき事業の追加・拡充を図っている。

○ 地域生活支援事業への補助は、国の裁量的経費（費用の100分の50以内を補助するこ

とができる）とされ、十分な財源措置がなく、国が必須事業と位置づけた事業の実施に

おいてすら、地方の超過負担が生じている。

課 題

○ 障害者総合支援法の主要な事業である地域生活支援事業については、地方自治体が

サービスを必要とする利用者の状況や地域の実情に応じ、十分に事業に取り組めるよ

う国において財源を確保する必要がある。

〇 障害者大量解雇など不測の事態が生じた場合に、利用者保護の観点から、地方自治

体が利用者支援に十分取り組めるよう国庫補助事業の充実が必要である。

２０ 障害福祉施策の推進
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【参考】

○ 地域生活支援事業に係る国の予算要求

平成29(2017)年度 454億円

平成30(2018)年度 451億円

○ 事業費及び国庫補助額の推移

年度 市町村事業費 県事業費
計 国庫補助額 国の負担
(a) (b) 割合(b/a)

H26(2014) 2,236,149千円 92,454千円 2,328,602千円 751,237千円 32.3％

H27(2015) 2,449,224千円 110,393千円 2,559,617千円 737,275千円 28.8％

H28(2016) 2,485,595千円 136,127千円 2,621,722千円 772,259千円 29.5％

H29(2017) 2,632,141千円 135,183千円 2,767,324千円 800,437千円 28.9％

（注）H26(2014)～H28(2016)の事業費は実績額、H29(2017)の事業費は見込み額

〇 就労継続支援Ａ型事業所廃止に係る大量解雇

法人名 指定権者 事業所数 解雇者 備 考

あじさいの輪 倉敷市 ４事業所 ２０７人 平成29年７月31日廃止（解雇）

（倉敷市） 合 計 ４事業所 ２０７人 同年10月20日民事再生手続開始

あじさいの友 倉敷市 １事業所 １７人 平成29年７月31日廃止（解雇）

（倉敷市） 高松市 ２事業所 ５９人 ※あじさいの輪の代表者と同一

合 計 ３事業所 ７６人 人が設立（現在は休眠状態）

さいたま市 ２事業所 ５４人 平成29年８月末から廃止（解雇）

障がい者支援機構 舟橋市 １事業所 １６人 同年10月10日破産手続開始

（名古屋市） 愛知県 １事業所 １４人 ※賃金未払あり

名古屋市 １事業所 ５５人

大阪市 １事業所 １７人

合 計 ６事業所 １５６人

しあわせの庭 広島県 １事業所 ４１人 平成29年11月17日廃止（解雇）

（福山市） 福山市 １事業所 ６５人 同年12月８日破産手続開始

合 計 ２事業所 １０６人 ※賃金未払あり

フィル 倉敷市 ３事業所 １７１人 平成30年3月16日解雇(4/15廃止)

（倉敷市） 合 計 ３事業所 １７１人 破産手続開始予定※賃金未払いあり

５法人 ２県７市 18事業所 ７１６人

※離職者（Ａ型事業所の利用者）の再就職に多大な支援が必要となっている。

２０ 障害福祉施策の推進
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２１ ハンセン病問題対策の推進

提案先省庁 厚生労働省

ハンセン病の患者であった方等に対する偏見・差別の解消や社会復帰を希望

される方々への支援の充実に努めること。

また、ハンセン病問題基本法において、普及啓発活動や社会復帰の実現のた

めの施策が国に義務付けられており、こうした施策や長島愛生園、邑久光明園

の将来構想の実現に向け、全力で取り組むとともに、ハンセン病療養所が保有

する歴史的建造物や過去の貴重な文献等の資料を保全し、普及啓発に活用する

こと。

（提案の理由）

現 状

○ 県内にはハンセン病療養所として長島愛生園、邑久光明園の２施設があり、合わせて

262名（H30(2018).5.1現在）の入所者が生活している。県は、偏見・差別の解消のため

の普及啓発事業や療養所全体としての社会復帰を推進する事業を実施している。

○ 「ハンセン病療養所の将来構想をすすめる会・岡山」において将来構想が策定され、

その実現に向けて関係者が連携して取り組んでいる。

○ 両園に残されている過去の貴重な文献等は歴史の教訓とすべき貴重な資料であり、本

県では、収集した資料を取りまとめて資料集「長島は語る（前編・後編）」を刊行する

とともに、資料を整理、保存し、公開するなど、残された資料を後世につなぐ努力をし

ている。

課 題

○ ハンセン病の患者であった方等に対する偏見・差別の解消が実現できていないこと

から、国においても、これまで以上に偏見・差別解消のための活動を実施することが

必要である。

○ 「ハンセン病療養所の将来構想をすすめる会・岡山」において将来構想が策定され

たが、その実現に向けては国の支援が不可欠である。

○ 両園に残されている歴史的建造物や過去の貴重な文献等の関係資料を適切に保全し

ていく必要がある。

２１ ハンセン病問題対策の推進
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２２ 少子化対策・子育て支援の推進

提案先省庁 内閣官房、内閣府、総務省、法務省、厚生労働省

(1) 少子化対策の推進

少子化対策は、単年ごとの取組では効果が薄く、継続的に事業を実施し、

検証しながら発展させていくことが重要であることから、地域少子化対策重

点推進交付金については、補助率の引上げとともに、複数年度にわたる取組

も交付対象とするなど、柔軟に対応できる交付金とすること。

（提案の理由）

現 状

○ 少子化対策は結婚支援から、妊娠・出産期、子育て期までの支援を重層的かつ継続的

に取り組む必要がある。平成26(2014)年の合計特殊出生率が2.81と全国トップクラスを

記録した岡山県奈義町においても、10年にわたる各種の取組を継続したことにより、「奈

義は子育てしやすい」との評価を得、合計特殊出生率の向上に結び付いたものであり、

思い切った事業を継続して取り組むことが必要である。

○ 平成28(2016)年の岡山県の合計特殊出生率は1.56であるが、地域格差の要因を分析し

たところ、中国地方の他県と比べ、若い女性の有配偶率が低く、25～29歳の第２子の出

生率と、30～34歳の第３子の出生率が低下していることが分かった。

また、市町村ごとの分析では、通勤圏における男女の割合が結婚に影響していること、

家族・地域のきずなの強さが結婚や第３子の出生に効果的などの結果が出ており、地域

の特性を踏まえた少子化対策を継続的に実施していく必要がある。

○ 地域少子化対策重点推進交付金は、①結婚に対する取組②結婚、妊娠・出産、乳児期

を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組を対象とし、「子育て安心

プラン」の推進に資する取組や、これまでの自治体の取組の優良事例の横展開に係る単

年度事業にのみ交付されることとなっている。

○ 平成29(2017)年度の申請に当たり、審査段階で要綱に明記されていない交付基準が追

加され、金額が大幅に減額されたほか、内示が７月にずれ込み、事業着手が遅れるなど、

事業執行上支障が生じている。

○ 平成28(2016)年度補正予算では、総合的な結婚支援は10/10、結婚新生活支援事業は

3/4の補助率となっていたが、平成29(2017)年度補正予算における総合的な結婚・子育

て支援は2/3、平成30(2018)年度当初予算における結婚新生活支援事業は1/2となってい

る。

課 題

○ 結婚支援や子育て支援は、すぐに成果が現れるものではないため、複数年度にわた

る継続的な取組が必要である。

〇 地域の特性に応じた効果的な取組を行う市町村を財政的な面からも強力に支援する

必要がある。

２２ 少子化対策・子育て支援の推進
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(2) 保育士の処遇改善の推進

① 保育士の確保を図るため、更なる処遇改善策を講じること。

② 公定価格上の保育士の人件費が実際の給与に適切に反映されるよう、公

定価格に対応した経験年数や役職ごとの保育士の給与水準等を明確に示すこ

と。

（提案の理由）

現 状

○ 保育の受け皿拡大に伴い、保育士不足が深刻となっている中、保育士確保のため、国

制度を超えて、独自に人件費の上乗せ補助を行う自治体がある。

○ 国の施設型給付費の処遇改善等加算Ⅰは、保育所ごとに基準年度（既存施設は平成24

(2012)年度）における給与水準を起点として一定の率（５～６％）の給与改善を実施す

ることを要件に委託費を加算する仕組みであるが、給与水準の設定自体は、各事業者の

判断に委ねられている。このため、元々の給与水準の高低にかかわらず、同レベルの給

与改善が求められることとなり、給与水準の低い保育所においては、定められた率の改

善を行ってもなお低い水準に留まっている。

○ 公定価格上の保育士の人件費は、国家公務員の福祉職給料表をもとに積算されており、

国家公務員の給与改定に連動した引上げが行われているが、民間保育所における給与は、

必ずしもこれに準拠しておらず、昇給や各種手当の支給、前歴換算等の取扱いについて

も、各事業者の判断に委ねられている。このため、公定価格上想定されている人件費と

実際の保育士の人件費にかい離が生じ、処遇改善が進まない要因の一つとなっている。

○ 県が実施する保育所の指導監査では、給与に関しては当該法人の給与規程どおりに支

給されていることの確認は行っているが、給与水準については、判断基準や指導根拠が

明確でないため、十分な指導・助言を行うことは困難である。

課 題

○ 自治体独自の人件費上乗せ補助は、人材確保が自治体の財政力に左右され、上乗せ

補助を行った市町村への人材の流出につながるおそれがあることから、地方の適切な

保育サービス提供体制維持の観点から国全体としての処遇改善策が必要である。

○ 処遇改善等加算Ⅰについて、給与改善の起点となる給与水準が保育所ごとに異なる

ため、事業者の人件費負担に不公平感が生じている。

○ 民間保育所の給与水準について、県が指導監査において事業者に指導・助言するた

めの根拠が存在しないことから、公定価格上の処遇改善を実効性あるものとするため

には、保育所職員に適用する給料表のモデルなど、給与水準設定の目安となるものが

必要である。

２２ 少子化対策・子育て支援の推進
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【参考】保育士の処遇改善の状況（平成24(2012)年度との比較）

月額（実績)

①平成25(2013)年４月 ＋ 9,000円

○保育士等処遇改善臨時特例事業 ＋3.0％

（安心こども基金において創設）

②平成26(2014)年４月 ＋ 6,000円

○平成26年度公定価格改定（人勧準拠）＋2.0％

○保育士等処遇改善臨時特例事業を継続

③平成27(2015)年４月 ＋ 6,000円

○平成27年度公定価格改定（人勧準拠）＋1.9％

○子ども・子育て支援新制度移行に伴い、

保育士等処遇改善臨時特例事業による

処遇改善を給付費の加算として恒久化

④平成28(2016)年４月 ＋ 5,000円

○平成28年度公定価格改定（人勧準拠）＋1.3％

⑤平成29(2017)年４月 ＋ 9,000円

○平成29年度公定価格改定（人勧準拠）＋1.1％ ＋最大４万円

○一億総活躍プランに基づく処遇改善

・全ての職員を対象とした処遇改善 ＋2.0％

・技能・経験に着目した更なる処遇改善

＋最大４万円 計 ＋35,000円

＋最大４万円

※公定価格は、平成26(2014)年度は旧保育所運営費の保育単価、

27(2015)年度以降は施設型給付費の公定価格を指す。

・ これまでの取組により、保育所に支弁される施設型給付費の公定価格上は、合計すれば

月額３万５千円（最大７万５千円）の給与改善になっていると推定。

・ 保育士の賞与込み給与の全国平均は約26.9万円であり、全産業平均の約36.2万円に比べ

約９万円低い。（「平成27(2015)年度賃金構造基本統計調査」より）
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２６ 治水及び高潮・津波対策事業の推進

提案先省庁 国土交通省

平成27年の鬼怒川（茨城県）、平成28年の小本川（岩手県）、平成29年の赤谷川
き ぬ がわ お もとがわ あかたにがわ

（福岡県）などの氾濫を受け、水害対策の推進を求める県民の声は一層高まっ

ているため、治水及び高潮・津波対策事業を強力に推進するとともに、十分な

予算を確保すること。

① 直轄管理区間の改修等推進

・ 高梁川水系小田川合流点付替事業

・ 旭川改修事業（岡山市中心部、百間川）

・ 高潮対策事業等の推進

・ 適切な維持管理の実施

② 県管理河川事業及び高潮・津波対策事業予算の確保

（提案の理由）

現 状

○ 治水事業等は、国土を保全し国民の生命と財産を守り、他のインフラとの相乗効果に

より民間投資を呼び込み、ストック効果を生み出すが、国の治水事業等予算は20年程前

の約４割となっており、計画的な事業の推進には、十分な予算の確保が必要である。

○ 本県では、平成10(1998)年、平成16(2004)年、平成21(2009)年、平成23(2011)年に甚

大な浸水被害があり、また近年は各地で甚大な災害が発生しており、水害対策の推進に

ついて県民の関心が一層高まっている。

○ 県南部沿岸地域は、干拓と埋め立てによりできたゼロメートル地帯であり、水害リス

クは高く、252km の域内に人口39万人が居住し、水島工業地帯や岡山市南部で県内の製2

造品出荷額の約６割を占めるなど、人口や産業が集中している。

○ 県管理河川のうち要整備延長は1,831kmであるが、整備済延長は暫定的なものを含め

ても686kmしかなく、また、海岸保全施設のうち高潮等に対する整備が必要な延長は147

kmに対し、高さが確保されているのは49kmにとどまっている。

○ 全国の中小河川の緊急点検により抽出した箇所において、「中小河川緊急治水対策プ

ロジェクト」として今後概ね３年間（平成32(2020)年度目途）で再度の氾濫防止対策、

的確な避難判断のための水位計の設置を推進する必要がある。

課 題

○ 県南部沿岸地域は、低平地に人口等が集積する市街地が形成されており、台風や高

潮等によりひとたび災害が発生すると、大規模な被害状況となることから、早急な整

備が必要である。

○ 岡山県の河川整備や高潮・津波対策を計画的かつ早急に推進し、治水安全度等の着

実な向上を図るためには、治水事業等に係る十分な予算の確保が喫緊の課題である。

２６ 治水及び高潮・津波対策事業の推進
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２７ 「命を守る」土砂災害防止対策の推進

提案先省庁 国土交通省

大型台風の来襲や、頻発する局地豪雨等により、脆弱な地質が広く分布する

岡山県でも、平成26年８月の広島土砂災害や平成29年７月の九州北部豪雨災害

のような土砂災害の発生する危険性が高まっており、県民の生命と財産を守る

土砂災害防止対策を推進するため、十分な予算措置を講じること。

(1) 基礎調査

改正土砂災害防止法に基づき定められた土砂災害防止対策基本指針により、

平成31年度に基礎調査を完了させる必要があるため、十分な予算を確保する

こと。

(2) 砂防事業等

砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業を着実に推進する必要

があるため、十分な予算を確保すること。

（提案の理由）

現 状

○ 県内には、平成26(2014)年に大規模な土砂災害が発生した広島県や平成29(2017)年に

大規模な土砂・流木災害が発生した九州北部と同様の花崗岩地質・マサ土が県土の約40％

に分布する。また、土砂災害危険箇所が11,999箇所あり、このうち、ハード対策が必要

な危険箇所は、5,692箇所あるが、平成29(2017)年度末の施設整備率は27.3％と低い。

○ 現在の土砂災害危険箇所をベースとした土砂災害警戒区域の指定は、平成27(2015)年

度で完了したが、今後、平成31(2019)年度までに土砂災害特別警戒区域の指定のための

基礎調査を完了するには、これまで以上の予算確保が必要である。

○ 土砂災害特別警戒区域の調査が進捗することにより、当該区域の住民からハード対策

を求める要望が増加している。

○ 全国の中小河川の緊急点検により抽出した箇所において、「中小河川緊急治水対策プ

ロジェクト」として今後概ね３年間（平成32(2020)年度目途）で土砂・流木捕捉効果の

高い透過型砂防堰堤等の整備など、土砂・流木対策を推進する必要がある。

課 題

○ 土砂災害特別警戒区域の指定に向けた基礎調査を、平成31(2019)年度に完了するた

めには、十分な予算の確保が必要である。

○ 基礎調査へ予算を重点配分した上で、土砂・流木対策のための透過型砂防堰堤の整

備などハード対策を計画的に推進していくためには、砂防関係事業費の確保が必要で

ある。

２７ 「命を守る」土砂災害防止対策の推進
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２９ 安全・安心な防災まちづくりの推進

提案先省庁 国土交通省

南海トラフ巨大地震や市街地火災等への対策として、建築物の耐震化や緊急

輸送道路の通行の確保、安全な住宅市街地の形成等の防災まちづくりを着実に

推進するため、以下の事業を継続すること。 新規

① 耐震対策緊急促進事業

② 狭あい道路整備等促進事業

（提案の理由）

現 状

○ 平成25(2013)年の耐震改修促進法改正により耐震診断を義務付けられた要緊急安全確

認大規模建築物及び緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断、補強設計及び改修工事等に対

する拡充措置である耐震対策緊急促進事業は、平成30(2018)年度までの時限措置となっ

ている。

○ ４ｍ未満の道路を拡幅することにより、地震や火災に強い安全な住宅市街地の形成等

に資する狭あい道路整備等促進事業は、平成30(2018)年度までの時限措置となっている。

課 題

○ 南海トラフ巨大地震時において、要緊急安全確認大規模建築物及び緊急輸送道路沿

道建築物の倒壊による直接的な被害を防止するとともに、災害応急活動等の円滑実施

を担保するため、これら建築物の重点的な耐震化を促進していく必要がある。

○ 建築物の耐震化においては、耐震診断から改修工事までの期間や資金計画の検討に

時間を要するため、補助事業の実施については相当の期間を確保する必要がある。

○ 狭あい道路の拡幅は、地震及び火災時の避難路確保、高規格救急車等の通行円滑化、

老朽ストックの建替え促進等に有効であり、引き続き国の支援が必要である。

【参考】

○県内の補助対象建築物の状況（平成29(2017)年度末現在）

要緊急安全確認大規模建築物（未耐震） 15棟

緊急輸送道路沿道建築物（未耐震及び未診断） 約160棟

○狭あい道路整備等促進事業の実施状況

平成29(2017)年度 延長3.2km 10市町

平成30(2018)年度 延長3.8km 10市町（予定）

２９ 安全・安心な防災まちづくりの推進
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３０ 水道施設の耐震化の推進

提案先省庁 厚生労働省

水道施設等耐震化事業における資本単価要件を緩和するとともに、交付率を

大幅に引き上げ、要望額を満額交付することで、水道施設の耐震化の推進を図

ること。

（提案の理由）

現 状

○ 水道施設等耐震化事業の採択基準の１つである資本単価要件（水道事業：90円/ｍ3以

上、水道用水供給事業：70円/ｍ3以上）を満たす水道事業者は、県内27事業者のうち16

事業者に限られている。また、事業の採択を受けられても、交付率は１／４～１／２と

され、水道施設の耐震化が進んでいない。

○ 本県では、給水人口当たりの管路延長※（7.82ｍ／人）が全国平均（5.47ｍ／人）を

大幅に上回っており、各水道事業者は、水道施設の耐震化に係る財政負担が大きく対応

に苦慮している。※H27(2015)上水道

〇 また、平成30(2018)年度を除き、これまで国の交付額は要望額を満たしておらず、事

業進捗の支障となっている。

これまでの要望額に対する内示率 H30(2018) 100.0%

H29(2017) 75.5%

H28(2016) 63.7%

H27(2015) 71.1%

課 題

○ 本県では、沿岸部を中心に10市４町が南海トラフ地震対策特別措置法に基づく南海

トラフ地震防災対策推進地域に指定されるなど、水道施設の耐震化に早急に取り組む

必要がある。

【参考】

○ 水道施設の耐震化率（平成28(2016)年度末）

基幹管路耐震適合率 浄水施設耐震化率 配水池耐震化率

全 国 38.7％ 27.9％ 53.3％

岡山県 27.3％ 29.4％ 53.5％

３０ 水道施設の耐震化の推進
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３３ 地域の実情に応じた地域公共交通の

維持・確保

提案先省庁 総務省、国土交通省

バス路線や第三セクター鉄道、ＪＲ在来線等の地域公共交通を維持・確保す

るため、地域の実情を踏まえ、以下の支援を講じること。

(1) 地域公共交通の維持・確保

バス路線をはじめとする地域公共交通の維持・確保について、法制度の在

り方の検討も含め、必要な措置を講じること。

(2) 離島航路の維持

離島航路の維持については、現在対象となっていない航路を支援対象に含

めるなど、財政支援の拡充を図ること。

(3) 第三セクター鉄道の経営安定化等

「井原鉄道」など第三セクター鉄道の経営安定化と運行の安全を図るため、

鉄道施設の更新・修繕経費に対する支援を拡充すること。

(4) ＪＲ在来線の利用促進

ＪＲ在来線の利用促進に向けた、沿線自治体等の取組に対する支援を拡充

すること。

（提案の理由）

現 状

○ 人口減少や高齢化といった地域公共交通を取り巻く厳しい状況の中、一部の地域では、

バス路線新設により事業者間の競争が激化している。

○ 現行の法制度では、バス路線の新設は事業者の申請により、また、廃止は事業者の届出

により可能であり、関係自治体、利用者、関係事業者等が、その状況を把握できる仕組み

となっていない。

○ 幹線のバス路線への運行費補助については補助対象の縮小等の議論が、また、フィーダ

ー系統への運行費補助については補助上限額の漸減等が行われている。

○ 離島航路については、地域公共交通確保維持改善事業（離島航路運営費等補助事業）が

実施されているが、原則として補助対象は旅客定員13人以上の船舶による定期航路が前提

となっている。また、特別交付税算定額の対象となる離島航路も同様である。

○ 地域鉄道の鉄道施設の更新・修繕については、鉄道施設総合安全対策事業（鉄道軌道安

全輸送設備等整備事業）及び地域公共交通確保維持改善事業（鉄道軌道安全輸送設備等整

備事業）、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業が実施されているが、鉄道施設の

老朽化等のため、事業者からの補助要望額の増加が見込まれる。

○ 第三セクター鉄道である井原鉄道については、厳しい経営状況を踏まえ、県や沿線自治

体が、「上下分離方式に準じた方式」により、鉄道施設の更新・修繕経費を負担している

ため、国庫補助金で措置されなかった費用については、県や沿線自治体の負担となる。

また、地方公共団体が行う地域鉄道の投資への補助に対しては、平成25(2013)年度から

３３ 地域の実情に応じた地域公共交通の維持・確保
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３４ 宇高航路存続への支援

提案先省庁 国土交通省

生活交通のみならず、社会的・経済的にも重要な役割を担っている宇高航路

が存続できるよう、効果的な支援制度を創設すること。

（提案の理由）

現 状

○ 宇高航路は、全国的な幹線道路網を構成する路線の一つとして指定された、岡山市を

起点に、玉野市を経由し高松市を終点とする路線である国道30号の海上区間上を運航し

ている。

○ しかし、平成20(2008)年９月から実施された高速道路料金の大幅な引下げ等によって、

宇高航路の輸送量が大きく減少し、平成24(2012)年10月からは１社のみの運航となり、

同社の運航便数も平成26(2014)年度中の２度にわたる減便（22便→14便→10便）に続き、

平成29(2017)年４月からは更に減便(10便→５便)されている。

○ こうした状況を踏まえ、国、関係自治体で構成する宇野高松間地域交通連絡協議会（平

成22(2010)年２月設置)で協議を重ねるとともに、関係自治体から国に対し、宇高航路

への支援制度の創設を要望してきたところ、対応は困難とのことから、当面、緊急的な

措置として、関係自治体による財政支援を平成27(2015)年度から行っている。

課 題

○ 宇高航路の航路事業者の主要な収益であるトラックの輸送量が大幅に減少し、それ

に伴い、航路事業者は、減便を重ねており、運航を休止（廃止）することが懸念され

ている。

○ 現行の国支援制度では、離島航路以外の航路について、航路存続に向け有効に活用

できる内容となっていないため、災害に強い国土づくりの観点も含め、効果的な支援

制度の創設が必要である。

【参考】宇野～高松間航路の輸送動向 （単位：人、台）

区 分 旅 客 乗用車・バス トラック
前年度比(%) 前年度比(%) 前年度比(%)

平成20年度 1,199,655 △ 7.7 342,253 △ 7.6 509,060 △10.6

平成21年度 887,273 △26.0 202,915 △40.7 325,060 △36.1

平成22年度 801,650 △ 9.7 167,584 △17.4 265,763 △18.2

平成23年度 805,491 0.5 184,383 10.0 241,233 △ 9.2

平成24年度 627,227 △22.1 149,284 △19.0 188,850 △21.7

平成25年度 425,823 △32.1 106,477 △28.7 147,078 △22.1

平成26年度 293,430 △31.1 89,528 △15.9 75,810 △48.5

平成27年度 219,737 △25.1 75,282 △15.9 44,645 △41.1

平成28年度 209,704 △ 4.6 70,441 △ 6.4 37,893 △15.1

平成29年度 163,957 △21.8 37,363 △47.0 22,523 △40.6

※「四国運輸局：四国における運輸の動き」より

３４ 宇高航路存続への支援
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３７ 環境保全対策の推進

提案先省庁 環境省

(1) 微小粒子状物質（ＰＭ２.５）対策の充実

ＰＭ２.５について各種発生源に対する対策強化が望まれるところであるが、

ＰＭ２.５は多くの成分から構成され、各種発生源の寄与割合について解明す

べき課題が残されていることから、固定発生源（工場・事業場）に対する排

出規制の強化に当たっては、科学的知見の充実を十分に図った上で進め、効

果的かつ効率的なものとなるようにすること。

（提案の理由）

現 状

○ 平成21(2009)年９月に環境基準が設定された微小粒子状物質（以下「ＰＭ２.５」と

いう。）について、岡山県では、平成22(2010)年度から測定を開始し、現在は県下22測

定局において測定を実施しているが、全国的にみても高濃度を観測している測定局が多

い。

○ ＰＭ２.５は、炭素成分、イオン成分、金属成分、土壌成分など多くの成分から構成

され、その生成機構や発生源の寄与割合について解明すべき課題が残されているが、Ｐ

Ｍ２.５の濃度上昇は、大陸からの越境汚染の寄与だけでなく、国内発生源の影響も相

当あるとされている。

○ 平成27(2015)年３月に、中央環境審議会の専門委員会が、ＰＭ２.５の国内における

排出抑制策の在り方について、短期的課題と中長期的課題を整理し、段階的に対策を検

討していくことが適当とする中間取りまとめを行っており、国では、これを踏まえ、固

定発生源における追加的な排出抑制対策の可能性や燃料蒸発ガス対策の導入の検討など

を進めているが、対策の具体化には至っていない。

課 題

○ 県内におけるＰＭ２.５の環境基準達成率は71.4％と依然として低い（平成28(2016)
年度実績）。
○ ＰＭ２.５の発生源や原因物質は多様であり、環境基準を達成するためには、種々
の対策に総合的に取り組む必要がある。

【参考】ＰＭ２.５測定局

市 町 測定局名 市 町 測定局名 市 町 測定局名

岡山市 江並 倉敷市 児島 備前市 三石

〃 東岡山 〃 真備 早島町 早島

倉敷市 監視センター 〃 庄 吉備中央町 吉備高原

〃 松江 津山市 津山 岡山市 南方(自)

〃 塩生 玉野市 宇野 倉敷市 大高(自)

〃 倉敷美和 笠岡市 茂平 早島町 長津(自)

〃 茶屋町 総社市 総社

〃 玉島 新見市 新見 (自)は自動車排ガス測定局

３７ 環境保全対策の推進
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３８ 児島湖及び周辺の環境保全対策の推進

提案先省庁 総務省、農林水産省、国土交通省、環境省

(1) 生活排水対策の推進

① 下水道を重点的かつ計画的に整備するため、必要な財源を確保・拡充す

ること。

② 合併処理浄化槽整備事業に係る国の助成率の嵩上げ及び単独処理浄化槽

撤去費助成制度に係る国の補助額の引上げ措置を講じること。

(2) 児島湖浄化対策の推進

① 児島湖を浄化するための各種施策、周辺環境保全対策について、財政支

援や新たな施策を講じるなど、国においても積極的に取り組むこと。

② 児島湖の新たな水質改善策として実現を目指す旭川からの環境用水の導

水については、湖沼水質保全特別措置法に基づく湖沼水質保全計画にも定め

たところであり、水利権制度の柔軟な運用を図ること。

（提案の理由）

現 状
○ 児島湖の水質は、近年緩やかな改善傾向にあるものの、環境基準の達成のためには、

関係機関や県民と一体となって、各種対策を強力に推進する必要がある。

○ 児島湖へ排出される汚濁負荷量は、家庭からの生活排水がＣＯＤで37％、全窒素で59

％、全りんで42％を占め、最大の汚濁要因となっている。このため、生活排水対策とし

て、下水道の整備や下水道への接続促進、単独処理浄化槽からの転換を含めた合併処理

浄化槽及び高度処理型合併処理浄化槽の整備等を実施している。

○ 第７期湖沼水質保全計画(平成29(2017)年３月策定)に基づき、生活排水対策の外、児

島湖を浄化するための各種施策（流出水対策、Ｌ字型肥料の普及、ヨシ原の管理、水質

汚濁メカニズム究明等の調査研究、環境学習等）を実施することとしている。

○ 環境用水の導水については、平成26(2014)年度から国と協議を行い、導水による水質

改善効果や取水河川への影響等の調査を実施するとともに、湖沼水質保全特別措置法に

基づく国との協議を経て策定した第７期湖沼水質保全計画において、「旭川の豊水時に

環境用水の導水を目指す。」と定めている。

課 題

○ 児島湖の水質改善を図り、環境基準を達成するためには、流域内の生活排水対策

と児島湖の浄化対策の一層の推進が必要不可欠である。

○ 湖沼法に基づく指定地域における生活排水対策の推進には下水道の整備が不可欠

であることから、下水道整備の財源が確保・拡充される必要がある。

○ 指定地域における合併処理浄化槽の整備に係る助成率の嵩上げ及び単独処理浄化槽

の撤去費助成制度に係る補助額の引上げが必要である。

○ 児島湖を浄化するための各種施策、周辺環境保全対策及び指定湖沼における水質浄

化のための試験研究について、円滑かつ確実な実施のため、財政支援や国において積

極的に新たな施策を講じるなどの取組が必要である。

○ 新たな試みとして、児島湖の水質を改善するため、旭川から環境用水の導水を目

指しており、国の協力が不可欠である。

３８ 児島湖及び周辺の環境保全対策の推進
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４０ 廃棄物の適正処理

提案先省庁 経済産業省、環境省

(1) 特定家庭用機器再商品化制度の見直し等

① 特定家庭用機器の不法投棄や不適正処分を防止するため、あらかじめ製

品価格にリサイクル料金を上乗せ（先払い）する制度への改変や、リサイ

クル料金の低減化をはじめとした運用面の改善を進めること。

② 不適正な処理につながる有害使用済機器等の回収や保管・処分について、

実効ある指導・取締りができるよう、規制対象の判断基準の明確化や制度

の拡充を行うこと。

（提案の理由）

現 状

○ 特定家庭用機器再商品化法対象機器の不法投棄や不適正な処理を行う回収・処分業者

への引渡しが絶えず、有害物質の飛散・流出や火災の発生などの生活環境への悪影響や

適正なリサイクルの阻害につながっている。

○ 有害使用済機器などを保管又は処分する業者に対して、都道府県知事への届出と保管

・処分基準の遵守を義務付ける廃棄物処理法の改正が行われたが、規制の対象が廃棄物

ではない機器を保管・処分する場合に限られており、車両による回収のみで保管を行わ

ない業者については、規制対象とはされていない。

課 題

○ 特定家庭用機器の不法投棄や不適正な処理を行う回収業者への引渡しが後を絶たな

い要因として、廃棄する際にリサイクル料金を支払うことに対する経済的負担感があ

ることから、製品の購入時にリサイクル料金を負担する制度に改めることにより、本

来のリサイクルルートでの処理を促進する必要がある。

また、運用面でも、経済的負担感を軽減させるため、リサイクル料金の低減化のほ

か、リサイクル券に係る利便性の向上や指定引取場所数の拡大などの改善を図る必要

がある。

○ 有害使用済機器などを保管又は処分する業者の指導・取締りには、対象物の廃棄物

該当性が争点となるため、廃棄物該当性の判断における困難性を解消する必要がある。

また、届出対象となるのは、有害使用済機器などを保管又は処分する業者であり、

車両を用いて戸別に回収を行う業者を規制する仕組みの整備が必要である。

４０ 廃棄物の適正処理
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４０ 廃棄物の適正処理

(3) 循環型社会形成推進交付金に係る予算措置

市町村等が廃棄物処理施設の整備や浄化槽の設置促進等を行う場合に対象と

なる循環型社会形成推進交付金について、適切な予算を確保すること。

（提案の理由）

現 状

○ 市町村等が廃棄物処理施設の整備や浄化槽の設置促進等を行う場合、循環型社会形成推

進交付金制度を活用しているが、平成30(2018)年度当初内示は次のとおりであった。

廃棄物処理施設（平成30(2018)年度竣工事業） 要望額の約 99％内示

廃棄物処理施設（平成31(2019)年度以降竣工事業）要望額の約 99％内示

浄化槽 要望額の 100％内示

○ 交付金額に不足が生じた場合、市町村等は事業費の縮減や地方負担の増額といった対応

が必要となり、市町村等の財政計画に与える影響のみならず施設整備計画の遅延が発生す

ることも危惧される。

○ 全国的に老朽化した廃棄物処理施設の更新需要のピークが続く中、当県内の市町村等に

ついても、平成31(2019)年度以降も廃棄物処理施設の新設等が計画されており、引き続き、

適切な予算が確保される必要がある。

課 題

○ 市町村等の廃棄物処理施設や浄化槽は、一般廃棄物の処理や汚水処理に不可欠なも

のであり、その計画的な整備等のためには、循環型社会形成推進交付金の適切かつ安

定的な予算措置が必要である。
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４１ 東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ
誘致等

提案先省庁 内閣官房、総務省、スポーツ庁

東京オリンピック・パラリンピック競技大会の効果を全国に波及させること

ができるよう、施設機能の向上等への財源の確保や支援制度の充実など、キャ

ンプ誘致等への積極的な支援を行うこと。

（提案の理由）

現 状

○ キャンプ誘致については、市町村や県競技団体等と緊密に連携を図りながら、駐日大

使館や日本及び海外の競技団体等への働きかけを強化した結果、岡山市において、スペ

インの柔道及びブルガリアのバドミントン、倉敷市において、ニュージーランドのウエ

イトリフティングの事前キャンプが決定するなど成果も出てきており、さらに、他の市

町村についても、キャンプ誘致の実現に向けて、積極的な誘致活動を展開しているとこ

ろである。

○ こうした中、(公財)東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会が示すキ

ャンプ候補施設の要件は、国際競技連盟基準（ＩＦ基準）を満たす優れたスポーツ施設

となっており、既存の施設の改修が必要となる場合が多い。

○ 「ホストタウン」として登録された地方公共団体に対しては、こうした改修費用につ

いて地域活性化事業債による支援制度が創設されたところであるが、「ホストタウン」

以外では起債制度はなく、また、直接的な補助制度も財源等が十分とは言えない。

課 題

○ キャンプ誘致には、国際競技連盟基準（ＩＦ基準）を満たすための施設改修等の経

費が必要なことから、施設機能の向上等への財源の確保と支援制度の充実など関係自

治体の負担軽減を図る必要がある。

【参考】県内のホストタウンの登録状況

市町村名 交流相手国 登 録 期

岡 山 市 ブルガリア 第三次登録(H28(2016).12. 9)

倉 敷 市 ニュージーランド 第一次登録(H28(2016). 1.26)

真 庭 市 ドイツ 第四次登録(H29(2017). 7. 7)

美 作 市 ベトナム 第三次登録(H28(2016).12. 9)

４１ 東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ誘致等
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